
 
 

人 口 減 少 社 会 の 到 来 を 踏 ま え た 少 子 化 対 策 の 推 進

 
 
 

◇ 地域における次世代育成支援対策の推進 

 
１ 新待機児童ゼロ作戦の推進 

《３７５，７２７百万円→４２０，０４９百万円》 
 

（１）新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実  ３９２，１９９百万円 

○認定こども園の設置促進等                            ７，８２０百万円 

認定こども園（幼保連携型）の設置促進を図るため、集中重点的に緊急整備、設置促進、

事業に要する経費を厚生労働省と文部科学省が連携して助成を行うことにより、幼稚園・

保育所の枠組みを超えた「こども交付金」による総合的な財政支援を行う。 

・認定こども園施設整備費 

幼保連携型認定こども園となる際に必要な施設整備を図る。 

 

・認定こども園設置促進費 

幼保連携型認定こども園への移行促進を図るため、必要な支援を行う。 
 

・認定こども園事業費 

幼保連携型認定こども園の設置促進を図るため、保育所機能及び幼稚園機能

に対して必要な支援を行う。 
 

○待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大          ３７３，８３６百万円 

保育所の待機児童を早急に解消するため、待機児童が多い市町村を中心として、定員

増を伴う民間保育所の整備を重点的に支援することにより、受入れ児童数の拡大を図る。 

また、待機児童解消に向けた市町村の取組事例の情報提供など地域の実情に応じた

取組を都道府県が支援するなど、自治体間の待機児童解消の取組を促す仕組みを導入

する。 

・民間保育所整備（次世代育成支援対策施設整備交付金の内数） 

待機児童が多い市町村を中心に民間保育所の整備を推進する。 

（民間保育所の重点的な整備については、次世代育成支援対策施設整備交付金

（２１５億円）の内数） 

 

・民間保育所運営費 

待機児童解消を目指し、民間保育所における受入れ児童数の増を図る。 

 

・待機児童解消広域調整事業（新規） 

待機児童解消に向けた市町村の取組事例の情報提供等地域の実情に応じた

取組を都道府県が支援するなど、自治体間の待機児童解消の取組を促す。 
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